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1．はじめに
　「バブル」経済崩壊以後，「日本的労務管理」の急速な変容・崩壊が指摘されてきている。
たとえば，1994年12月に実施した「あさひ銀行」の調査によれば，「終身雇用慣行」について
「今後とも維持すべきである」とする企業は3．6％にすぎず，「将来的には見直す時期が来るだ
ろう」とする企業が64．1％，さらに「既に崩壊が始まっている」とする企業は27．2％にのぼっ
ている。また，「年功序列制度」についても，「今後とも維持すべきである」とする企業は2．3
％にすぎず，「将来的には見直す時期が来るだろう」とする企業が48．7％，さらに「既に崩壊
が始まっている」とする企業は45．7％にものぼっている。また人事制度面での課題として，
「人材育成」（80．3％）とならんで「賃金体系」（55．3％）の手直しをあげている（1）。多くの企業
が，経営の現実問題として「日本的労務管理」を特徴づけるとされる終身雇用慣行，年功制の
崩壊を予測し，積極的にその転換をはかろうとしているようである。また，近年矢継ぎ早に，
日経連，社会経済生産性本部，労働省（「日本的雇用制度研究会」報告）からこれからの雇用
慣行に関する「報告」や「提言」がなされている。ニュアンスの差異はあるが，ここでも「日
本的雇用慣行」の再編が強調されている（2）。「日本的労務管理」は，大きな「転換点」にさし
かかっているように思える。本稿は，このような状況のもとで，賃金制度が現在どのように再
編されようとしているのか，またその再編は，戦後の賃金史のうえでどのような意味を持つも
のであるかを賃金制度に焦点をあてて明らふにしようとするものである。
　ところで，「日本的労務管理」がいつごろ構築されたかは，「日本的労務管理」の理解のしか
たによって様々な見解があるが，おおよその流れをみると「1950年代後半以降の高度成長期」
に構築され「その後『能力主義管理』の浸透とともに『合理化・洗練化』されての定着をへて，
70年代後半以降の経済危機と高齢化との同時的深刻化もとで再編され」（3＞たと理解できようし，
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また，「能力主義」の深化の過程であったことは異論なかろう。とくに70年代半ばからの職能
資格制度の整備，80年代の「トータル人事管理」への再編と職能資格基準の「絶対基準」化，
資格定員枠の撤廃，人事考課の「絶対考課」化は，まさに「能力主義管理」の理念上の「純化」
の過程だと言ってよい㈲。それにもかかわらず，日経連の様々な提言でも20数年間，ことある
ごとに「年功主義から能力主義岱」というスローガンを掲げ，また各種の人事制度に関する調
査でも今後の課題として「能力主義化」が上位を占め（5），また戦後一貫して生活保障的性格を
持つ右あがりの年功賃金カーブが存続してきている。こうしたことを考えると，日本の賃金制
度は，「能力主義」化しているが，「能力主義化」しきれない状況にもあるように思える。「能
力主義管理」の理念を別とすれば，現実の賃金管理の実態は「生活保障」的なものと「能力主
義」的なものとの妥協の産物，言い換えれば「能力主義管理」のうちに「生活保障」的なもの
を包摂して進行してきたのではないだろうか（6）。では，賃金制度の現状はどの様なもので組み
立てられているのであろうか。「能力主義」化との関わりを意識しつつ，この点を各種の統計，
調査を通して確認してみよう。
ll．賃金管理の現状
　100の企業があれば100の賃金制度があり，企業規模，産業によってもそれぞれの特性に応じ
て特有な性格を持っていると考えられる。また，賃金制度，賃金管理の現状を全て網羅した調
査もない。したがって，各種の一般的統計調査を用いることになるが，周知のように各種の統
計調査は，調査対象，調査項目，調査数等が異なっており，結果が必ずしも一致しているわけ
ではない。とはいえ，各種統計を利用することによって大まかな傾向をつかむことは可能であ
ろう。ここでは，いわゆる「年功制」の対象とされている大企業の男子本工を中心にどのよう
な賃金の支払い方をされているのかを大まかな傾向として確認することにする。（尚，統計資
料に係わる図表は多岐にわたるので，基本的には標記しない，資料出所等は注記するので参照
していただきたい）。
　i）賃金カーブ
　わが国の男子労働者の所定内賃金は，年齢に従って右上がり賃金カーブを描いており，その
格差は歴史的に見れば縮小しつつあるとはいえ，大企業（常用社1000人以上）の格差は，20～
24歳を100とすると，50～55歳がピークになっており251に達している。また，各年代間の格差
の開き方＝賃金カーブ特徴をみて見ると，25歳～29歳層までの上昇率は比較的小さいが，これ
をすぎると上昇率が大きくなり，再び45～49歳層から50～54歳層で上昇率は鈍化し，55歳以降
においては減額に転じている（7）。おおむね，労働者のライフサイクルに沿ったカーブを描いて
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いるといってよい。とはいえ，このカーブをもって，単純にわが国の賃金が「生活保障給」と
は言えない。この格差の規定している質＝決定基準を確かめなくてはならない。そのためには，
賃金制度の内容と具体的運用とを見る必要があろう。
　ii）賃金体系
　賃金制度の中核は，所定内賃金の約8割を占め，さらに賞与，退職金の算定基礎になる基本
給である。それがどの様な「きめ方」をされるかによって，賃金の性格が特徴づけられる。そ
れは，労働者の生活のみならず，職場秩序や労働者の「働き様」にも大きな影響を与えること
となる。1000人以上の大企業で基本給がどのような基準で決められているかを「賃金労働時間
制度総合調査」で見てみると，年齢や勤続のみで決められているいわゆる「属人給」は3．8％
にすぎず，これに対して職務遂行能力，職務内容等なんらかの「仕事的要素」を含む賃金体系
は96．2％に達している。また，「トータル人事管理システム」が提唱されだした1980年と比較
すると，「併存型体系」を採用する企業が増え（1980年44％→1992年54．2％）その内でも「仕
事給＋属人給」を採用する企業が増えてきている（同17．2％→28．4％）。さらに，「併存型体系」
における仕事給部分と属人給部分の比率をみると仕事給部分（同45．7％→52．9％）の割合が増
加している（8）。また，年齢別基本賃金の決定要素別構成割合（ここでは役職手当を含む，「属
人給」と「仕事給」の両方，またはいずれか一方の体系をとる企業を取り出して両者の比率を
みたもの）で属人給と仕事給の割合をみると，大卒男子22～27歳での属人給と仕事給の割合は，
おおよそ30：70，30歳同35：65，40歳同40：60，50歳同50：50となっており，年齢に伴い基本
賃金に含まれる仕事給の割合が増えている。この数字は，一企業の所定内給与の年齢別構成割
合をみたものでないので限界はあるが，年齢にともなって仕事給割合が高まる傾向を看て取る
ことが出来よう（9）。
　いずれにせよ，大企業では，「仕事給」と「属人給」を区分し「仕事給」の基準を明確化す
る一方で「仕事給」割合を増大させ，さらに年齢階層ごとにその比率を管理していこという姿
勢が窺えよう。とはいえ，「仕事給」といってもその内容は必ずしも明らかでない。そこで，
賃上げがどのような基準で配分されているかを見てみよう。
　iii）昇給ベースアップの配分
　モデル賃金で昇給配分を見てみると，「年齢・勤続別」，「全員一律」といった「年功配分」
は，42．7％，「会社査定分」，「職務・資格・賃金階級別」といった「能力配分」が57．3％と賃上
げ額の半分以上が能力による配分となっており，「能力配分」の内訳は，「会社査定分」
（42．2％），「職務・資格・賃金階級別」（58．8％）となっている。これを定期昇給とベースアッ
プに分けてみると，定期昇給の場合，「年功配分」が35．5％，「能力配分」が64．7％，「能力配分」
の内訳は「会社査定分」と「職務・資格・賃金階級別」への配分がおよそ半々になっている。
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ベースアップの場合，「年功配分」が51．1％，「能力配分」が48．9％となっており，「職務・資
格・賃金階級別」への配分が全体の約40％を占めている（10）。初任給と毎年のベースアップおよ
び定期昇給の積み重ねで個々人賃金額が決まるわけであるが，労働者が「平均的」な賃金を受
け取るためには毎年の査定および資格の格付けが重要なものになっている。資格への格付けも
査定を通じてなされるという点を考えると査定が賃金管理の要になっていることが分かる。た
だ配分は半分以下となったとはいえ，年齢・勤続による自動昇給がそれなりの位置を占めてい
る点は「能力主義」化との係わりで留意しておく必要があろう。
　また，近年の傾向として60歳定年延長を口実に旧来の定年年齢55歳以前の昇給基準線を変更
している企業が多くみうけられる。1000人以上の企業では，80．9％が平均51．7歳で変更してい
る。変更パターンは様々であるが，昇給率を下げるパターンが約半数（平均49．3歳）で残りの
半数は「昇給なし」あるいは賃金そのものを下げるパターンになっている（ll）。一定年齢以上で
は，高齢化に伴う対策として自動昇給の見直しがはかられてきていることも留意しておくこと
が必要であろう。
　iv）査定
　次に，昇給，昇格を決定づけている査定について，労政研究所の「人事考課制度の新実態
評価システムの全容」からその特徴の大枠を見てみよう。昇給，昇格にさいしては，人事考課
をほとんどの企業が利用している（利用率，昇給97．1％，昇格79．3％，以下1000人未満含む）。
評価は，資格・等級別（75．0％），職種・職掌別（46．2％）ごとに行われているケースが多い。
また，評価段階では2～3次の評価が実施され，1次評価では「絶対評価」（79．9％）がなさ
れているが，最終調整＝「原資配分につながる人事部の最終調整」では何らかの方法で調整さ
れ「相対評価」（72．6％）となっている（12）。
　また評価基準＝評価の「質」に関しては階層ごとに異なっている。人事考課は，一定期間に
「何をどの程度やったか」という職務遂行度を評価する業績考課，「一定時点でなにがどの程度
でき」るかという職務遂行能力の発揮，顕在度を評価する能力考課，仕事に対する態度・意
欲・気力を評価する情意考課があるとされている。これら考課のウエートを初級係員クラス，
上級係員クラス，課長クラス別に見ると，昇給，昇格とも，各階層で能力考課のウエートには
大きな変動はないが，業績考課，情意考課では，初級係員段階では情意考課のウエートが高く
設定され，上級階層にいくにしたがって業績考課の割合が高まっている。昇給では，能力考課
は各階層一約40％であるが，情意考課では，初級係員クラスでは一般職一30．4％・総合職一
25．8％，上級係員クラスー18．7％，課長クラスー12．7％と階層が上に行くにしたがってウエー
トは下がり，逆に業績考課では，同28．0％・3L9％，35．7％，43．1％，となっている。昇格でも，
能力考課は各階層一約50％であるが，情意考課は初級係員クラスー般職一22．2％・総合職一
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20。7％，上級係員クラスー15．3％，課長クラスー10．4％，業績考課は同，25．6％・27．6％，
30．1％，40．0％，となっている（13）。
　査定ランク数は5段階前後の評価が一般的で，この評価ないしはその積み重ねが昇格，昇給
の基準とされるわけであるが，昇給にさいしては，査定幅をプラス・マイナスと具体的数値で
示す企業が多い（63．4％）。その平均値は，一般社員と管理職を区別しない場合，最高140～最
低62，区別がある場合，一般社員135～75，管理職140～67となっており，年齢ないしは資格が
向上するに従って査定幅が広がっている（14）。したがって査定最低保証はあるものの，モデル賃
金からの背理，同一年齢内での賃金格差，同一資格内での賃金格差は勤続にともなって拡大す
る。個々の賃金は，査定によって個別的に管理されていくことになる。
　日経連は，「考課結果を非公表する企業が多い。これでは密室で時事・処遇が決まるという
陰湿のイメージが払拭できない」として査定の公開を提唱している。労政研究所の同上の調査
で人事考課の公開状況を見ると，「何らかの形で公開している」企業は66．5％にのぼっている
が，公開範囲は限定されている。「考課基準，要素」や「考課表」などの事前公開は，それぞ
れ73．6％（全集計企業の48．9％），46．5％（同30．9％）に止まっている。さらに，考課結果につ
いては，「公開している」企業が63．8％（同42．4％），そのうち「すべてに実施」は約57％（同
24．2％）で，残りの約43％（同18．2％）は「種類等によって異なる」と消極的公開になってい
る。また公開方法では，「上司と本人の面接時に通知」する企業が50．0％（同21．2％）となって
いるが，公開内容は，「概要」や「総合成績」の通知が64．3％（27．3％）に止まり，「考課表の
写し」や「考課通知」を本人に，手渡すものは16．7％（7．1％）すぎない（15）。以前から指摘され
ている人事考課の「ブラックスボックス化」，「上から下への一方通行的性格」は変化している
とはいえない⑯。
　v）人事考課と賃金格差
　賃金決定の基準が「生活保障」におかれているならば，賃金額は，扶養家族数，教育費等の
「生活費」が考慮され，同一年齢ならば同一賃金を受け取ることになり，当然それは右上がり
に賃金カーブを描くことになる。そこに人事考課＝査定が取り入れられると状況は一変する。
定期昇給が最低限の昇給を保証するかぎりでは，平均としては右上がりに賃金カーブを描くこ
とになろうが，個々人賃金カーブは査定のあり様によって多様なカーブを描くことになろう。
事実，年収の個人別格差をトップグループ（第9十分位数）と最下位区ループ（第1十分位数）
の年収の平均を100として指数化した「日本的雇用制度研究会」調査をみると，大企業におい
ては，30歳では88．3～113．5（格差指数25．2），40歳では83．5～121．0（同37．5），50歳では79．2～
127．9（同48．6）と年齢とともに同一年齢個人別賃金格差が拡大している。トップグループと最
下位グループの格差は，賃金額として30歳では1．29倍，40歳では1．45倍，50歳では1．61倍に達
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している（10。また，人事考課が昇給にさいして大きなウエイトを持っているH社大卒組合員の
所定内給与の個人格差を（第9十分位数）と（第1十分位数）を並数を100とした指数と格差
額で見てみると，25歳までは格差はなく，30歳では格差指数2．3（6000円），35歳では同8．3
（27000円），40歳では同14．9（54000円）になっており，20歳代では格差の幅は少なく，30歳か
ら格差の幅が急激に広がっている（18。この特徴は，昇格においてもあり，同年次入社の従業員
が「一斉に昇格する制度，慣行がある」とする企業が約半数あり，これら企業では入社後平均
6．3年まで一斉昇格させるとしており，若年層では大きな格差をつけないという点では昇給と
一致している⑲。いずれも，賃金が年齢・階層別に管理されていることを窺わせる。
皿．賃金管理の特徴
　これまで，現在の大企業の賃金制度の現状を個別に賃金カーブ，賃金体系，昇給・ベースア
ップ，人事考課＝査定，個人格差と統計調査から見てきた，「能力主義」化が着実に進んでい
ることは間違いないが，「生活保障的」なものと，「能力主義的」なものとを巧みに組み合わせ
た賃金管理がなされていると言えよう。その結果，わが国の賃金は非常に複雑な様相をていし
ている。しかし，おおよその賃金管理の内容は上記の統計を整理すると，大企業ではおおかた
以下のような賃金管理が行われていると考えられる。
　基本給を「生活給」と「仕事給」に分け，「仕事給」の基準の明確化をはかる一方で「仕事
給」の割合を高める。そして，一般職能階層で「生活給」に比重を置いた支払いをする。査定
の幅も小さくし，したがって個々の賃金格差もさほど開かないように設定する。査定は業績考
課や能力考課とともに企業への忠誠度を評価する情意考課にも重きをおいて運用する（入社5
～6年までは，一斉昇格・昇給させる企業も多い）⑳。上級係員，主任，係長相当の職能段階
からは，徐々に「職能給」ウエイトを高めるとともに査定幅を拡大し，査定内容においても能
力考課と比率の高められた業績考課を重点として評価し，選別を強める。個々の賃金格差は累
積され拡大する。その結果，同一勤続でも職能資格の格付けによって，また同一資格内でも査
定によって格差がつくりだされてくる。管理職能階層では，さらに査定幅を拡大し，業績考課
のウエイトも拡大させる。その一方で，一定年齢以上（50歳前後）では定期昇給の停止，カッ
トをはかり，賃金の上昇をおさえる。このように，わが国大企業では「ブラックボックス」化
した人事考課と「仕事給」比率を巧みに使い分けることで，従業員を3つの階層に分け，賃金
決定基準を操作することで賃金カーブをコントロールし総額人件費を管理している。いずれに
せよ，個人個人の賃金決定機構の多くの部分は，査定により経営のもとに掌握されている。そ
の様な意味では，現状の賃金管理は，「職務給」や「職種給」さらに「生活保障給」と比べれ
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ば経営の賃金決定における自由裁量権が広く，「専制性」，「弾力性」と「競争性」をも内包し
た賃金管理であると言えよう。ただ，査定が最低であっても，昇給額に格差があっても，定期
昇給として一定年齢までは最低限の昇給が確保されていることは看過してはならない。それは
労使関係上の最低のルール，換言すれば最低限の生活保障は労使間の約束事項とされていたか
らである？1）。ところで，以上のような賃金管理のあり様は，80年代初頭に「高齢化社会」に対
応する方策として提起された日経連などによる賃金政策を思い起こせば，そこで提起された課
題はほぼクリヤーしつつあるように見えるが，ここにきて，こと改めて賃金の再編が再度提起
されて来ているのは，何故にだろうか。
IV．賃金制度の再編
　多くの企業が，経営の現実問題として終身雇用慣行，年功制の崩壊を予測し，積極的にその
賃金制度の転換をはかろうとしていることはすでに指摘した。企業がいまどの様な方向で賃金
制度の転換をはかろうとしているかを「新時代の『日本的経営』一挑戦すべき方向とその具体
策一」と題された日経連の報告（以下「報告」）を手掛かりにして検討してみよう。「報告」は，
①経済成長の鈍化，②労働需要の短期，中・長期的な対応，短期的にはホワイトカラーや第3
次産業の余剰人員，長期的には2000年以降の労働力人工の減少への対応，③リストラクチャリ
ング，高コスト体質の改善，④産業構造の転換にともなう余剰人員と産業間・職業間の労働移
動の活発化，⑤円高と雇用の空洞化への対応といった課題に応える処方箋と位置づけられてお
りe2），現在進行中もしくは将来予想されるであろう様々な経営環境の変化に対応し，現在の雇
用制度，慣行を見直そうという性格を持っている㈱。
　賃金制度について「報告」は，日本的経営の特質は終身雇用慣行や年功賃金制度といった制
度・慣行にあるのではなく，その根本にあるのは「人間中心の経営」，「長期的視野に立った経
営」という理念であって，「運用面の制度や仕組みは，環境条件の変化に応じて変える必要が
ある」24）としている。そして，現在の賃金制度は，「職能給等能力反映型賃金を採用している
が，実態は年功的に運用されており，賃金と仕事のギャップが生じたり，昇進カーブも一般的
にいって，働き盛りの中年層の賃金水準が相対的に低く，インセティブに欠」き，また「賃金
水準が世界のトップクラスになった今日」賃金制度は再検討すべき時期にあるとし，「年功的」
なものから「職能・業績重視の賃金制度」への移行を提唱している。
　具体的には，経営環境が厳しくなる上，高齢化時代を迎えるため，高コスト経営が強まるな
かで雇用，賃金はもちろん賞与，退職金，法定内外福利費を常にパックした総額人件費管理の
徹底化の必要性を強調した上で，①賃金が毎年上がる定期昇給およびベースアップによる賃金
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決定システムを見直し，昇給については「職能・業績」を重視した賃金決定システムに移行す
る。一定資格までは職能の伸びと生計費の高まりを考慮して，自動昇給がある「職能給＋年齢
給」または年功的要素を考慮した積み上げ方式の「職能給」とする。また，一定資格以上では，
「能力」と「業績」の発揮の度合いで賃金が上下する（マイナス昇給を含む）「ラッパ型」賃金
とし，「洗え替え方式による職能給」または業績を重視した「年俸制」に移行する。②賞与に
ついては，「人件費の継続的な高まりを極力抑制しつつ，利益の高低を賞与に反映」させ，
個々人の賞与は業績リンク制にリンクさせ，年間賃金比率を現行の30％を40％に高め，各人の
業績に応じたものとし，賞与を生活設計に組み込むこれまでの考えを改める。③退職金につい
ては「退職時基本給×勤続年数別係数」というこれまでの算定方式を変え，職能資格制度を活
用した「ポイント制」など貢献度反映型の退職金制度に切り換えることを提起しているes）。
　この提起の中心をなす①に限定すれば2つの内容が含まれていると考えられる。その第一は，
賃金カーブの見直しであり，第2はそれに伴う賃金体系の再編である。周知のように，これま
での賃金カーブは「右が上がり」カーブと特徴づけられてきた。毎年定期昇給とベースアップ
が実施され，全員一律のものではないが，全員に自動的に配分されてきた。それは，低位の初
任給から始まる賃金構造においては，生活保障という意味でも必要であったし，また，職能給
のもとでも，激しい競争と格差を前提としているが，勤続に伴ってより難しい職務とポストが
与えられ「能力」が向上する条件（「能力主義管理」は，「能力」の育成，開発を前提にした管
理である）がある限りは「右上がり」カーブは当然の帰結であったと言えよう。「報告」は，
毎年全員が昇給する定期昇給とベースアップといった賃金決定システムをやめ，「職能と業績」
システムに変えることでこのカーブの修正を提起しているが，単身者賃金を想定した最も「年
功的」な賃金制度である初任給制度は温存させている。したがって，「職能と業績」基づく賃
金決定システムは，従業員全てに貫く理念とはなりえない。従業員を「一定資格」（資格等級，
年齢は明記していないが，おおよそ40代前中期と考えられよう）に分け，「一定資格」までは
これまでの賃金決定システムを踏襲し，職能の伸びと生計費の高まりを考慮した自動昇給があ
る賃金管理を実施し，「一定資格」以上の賃金水準は生計費を維持できる水準にあるとし，「職
能と実績」に基づく賃金管理への転換を提唱している。賃金カーブの修正の対象は中高年以降
の労働者に絞られていると言ってよい。中高年以降の労働者の昇給は，個人の個々の年々の能
力の発揮度＝業績で賃金が上下する賃金決定システムを採用し，評価の結果によっては当然昇
給ストップやマイナス昇給を含む「ラッパ型」賃金に移行するという厳しい内容になっている。
今回の賃金カーブな改定の提唱は，肥大化している四十代団塊の世代の労働者の昇給を個別に
管理することで選別を強化することで中高年以降の賃金カーブを平均としては下方修正し，総
額人件費をコントロールしようとする意思表明にも見える。
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　ところで，以上のような賃金カーブの修正に労働者は納得するだろうか。そこには，それな
りの理念や制度が必要となろう。そこで第二の内容の賃金体系の再編が提起されるが，それは
「一定資格」以上での賃金体系の再編に限定されている。「洗い替え方式による職能給」，「年俸
制」の提唱がそれにあたる。
　「洗い替え方式による職能給」とは，本来の「職能給」の理念と一致しているかは検討の余
地はあるが，賃金体系を職能給一本にし，資格ごとの号俸（「職能資格」内の習熟度によって
「職能資格」内の設けられた賃金区分）をさらに「年々の能力の発揮度」によって5～7ラン
ク付けした賃金システムであるCla。個々の年々の賃金額は個人が属する「職能資格」，「職能資
格内での習熟度」，「年々の能力の発揮度」＝業績と三重の査定によって決定されることになる。
そして，このシステムは，年々の業績評価いかんでは，同一職務，同一号俸でも賃金額は異な
り，また能力評価で上位の号俸に位置づけられていても下位の号俸の者よりも賃金額が低く設
定されている。したがって，年々の業績で昇給がストップしたりマイナス昇給が生じる構造を
持っている。資格ごとの号俸で賃金額を決めるという点ではこれまでと変わりはないが，さら
に年々の業績査定によって賃金額が上下するシステムを導入しようとするところに「洗い替え
方式による職能給」の特徴がある。賃金決定システムはさらに複雑な様相を呈することになろ
う。
　「年俸制」はどうであろう。「年俸制」とは，「基本的には業績給を念頭おいた，従業員に支
給する賃金の基本になる部分を一年分まとめて呈示する賃金制度」であり，欧米のホワイトカ
ラー労働者に特徴的に見られる賃金制度である。「報告」では，欧米のそれとは異なった「日
本型年俸制」が提唱なされている。「日本型年俸制」については，上記の「洗い替え方式によ
る職能給」同様一般的制度として定着しているとはいえないし，導入事例は様々あり定義づけ
るのは困難であるがeo，「報告」では，「年俸額」＝「洗い替え方式による職能給」×12＋年間
賞与」を「年俸制」のベースとしている。一見すると，これまでの賃金制度とあまり変化して
いないようにみえるが，「洗い替え方式による職能給」が年々の業績を重視していることはす
でに見て来たが，「日本型年俸制」のもうひとつの要素である賞与についても，「年間賃金にお
ける賞与比率を40％（現行30％）に高め，業績リンク制を導入しつつ，業績に対する各従業員
の貢献度を的確にとらえ，各人の賞与額に反映」すべきであるとされている。そして，「査定
幅を大きくし，賃金と賞与を含んだ年俸額が上下するシステム」に改めるべきだとしてい
る圏。
　ところで，先の「納得制」という点で指摘しておかなければならないのは，これらの修正が
「目標管理」と結びついて実施がはかられようとしていることである。ここで「目標管理」に
ついて詳しい分析は出来ないが，簡単に見ると「目標管理」とは，上司との面接を通して企業
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目的などの情報を共有化しつつ，個々人が職能や役割に応じた「チャレンジング」な年度目標
を設定し，その掲げた目標をどの程度達成したかという過去の業績によって従業員を評価し処
遇する制度であるeg）。この制度は，個人目標が全社目標とリンクされて，それが「チャレンジ
ング」な目標であるとしても，それが自ら設定した目標であるがゆえに，目標の達成には責任
と義務が内包されており，目標の未達成も本人の責任とされる。処遇は本人の「努力しだい」
という観念が作りだされ，目標の未達成による降給も「納得」せざるを得ない。したがって，
この制度の内には，目標達成へ対する「強制」と「同意」の契機が埋め込まれている。「目標
管理」の導入は，この「強制」と「同意」にもとづき賃金を「個別化」・「個人別化」をはか
り，労働者の選別を強化しようとするものにほかならない。
　いずれにせよ，今回の「報告」で提起された賃金制度見直しの特徴を整理すれば，第1に，
見直しが「一定資格以上」（中高年，特に40歳代の団塊の世代）に限定されていること，第2
に，定期昇給をやめ「能力と業績」による昇給に切替え，「年功的」賃金決定基準を排除する
こと，第3に，評価の力点を「何ができるか」よりも「何をしたいか」，換言すれば「能力の
保有度」よりも「能力の発揮度」に移行させることに，第4に，企業内に階層別に明らかに決
定基準が異なる2つの賃金体系を持ち込んでいること，第5に，「目標管理」を導入すること
で，賃金の「個別化」・「個人別化」を深化させ，賃金決定機構iを労使関係の枠を越えて「個
人」と「経営」との関係のなかで決しようとする点に求められよう。
V．むすびにかえて
　戦後日本の賃金体系は，「生活保障給」に始まり，「職務給」の導入と挫折，「職能給」の導
入と推移してきたが，それぞれの賃金理念や原理を別にすれば，「右上がり」の「生活カーブ」
を描いてきた。上記の日経連の「報告」はもちろんであるが，その他多くの再編の提言も「生
活カーブ」からより能力と実績を反映した「労働カーブ」への転換を指向している。「年俸制」
や「洗い替え職務給」がそれにあたるが，それが，「年齢，勤続に伴って賃金の上昇がはから
れ，『努力さえしていれば』生活の安定がもたらされるという観念」を打ち破り，いわゆる
「日本的雇用慣行」の崩壊を導く制度になりうるのかは，ここで結論付けることはできないし，
著者にその力量もない。「報告」において，2つの階層に分離した賃金管理を提起したことを
見れば，そこに限界があるように思えるが，ここではこれからの賃金管理を占う2つの点を指
摘しておこう。
　第1は，現行賃金管理の矛盾から転換が提起されている点にある。「能力主義」においては，
「能力」の伸長度が資格基準を満たせば誰でも昇格＝昇給することになる。したがって，職能
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資格区分基準は，「絶対基準」で区分されなくてはならないし，また各職能資格等級に定員枠
があってはならないし，労働者個人の具体的な格付け＝：「能力」評価は，個人の「能力」を比
較し評定する「相対考課」ではなく，個人の「能力」伸長度を絶対的に評価する「絶対考課」
でなければならないとされている。この原則に従えば，「努力しさえすれば」昇格＝昇給の機
会は誰にでも均等に与えられることになる。それは，「無理は承知でもまじめに働いてさえい
れば，年齢とともにそれなりのポストが与えられ，それに伴って「能力」も向上し，賃金も上
昇し，生活保障が得られる」とする労働者の観念のもとに組み立てられている。しかし，「低
成長」のもとで「能力」を発揮するポストがなく，また賃上げ原資も制限されるならば，人件
費の膨張を抑制するために，上記の理念からの背離を余儀なくされる。特にその傾向は，企業
内労働力比率の高い40代団塊の世代の昇格，昇給の「頭打ち」状態を顕在化させてきた。それ
は，「能力主義」の理念と現実との矛盾の表れでもあるが，同時に労働者の不満を誘発する原
因でもある。現在，提起されている賃金管理再編の対象がこの世代に限定されていることをみ
ると，企業内労働力構成の変容による賃金総額の抑制のみを狙うとするならば，一過性もしく
は短期的な修正にも思える。しかし，第2に，この提起のうちで業績評価がきわだって強調さ
れている点である。これまでの「能力主義管理」下での賃金管理は上記で指摘した様に，全体
としては勤続が「能力」の向上を意味し，したがって勤続に伴って賃金が上昇するシステムを
その内に維持してきた。業績評価の強調は，勤続と賃金上昇の関係にいかなるインパクト与え
るかは今後の賃金管理の方向として着目しておく必要があろう。
注　（1）あさひ銀行『『人事制度の変革』「取引先アンケート』特別調査』1p95年2月4，8ページ，
　　　『労務管理通信』1995年3月21日号，16～21ページ。
　　（2）成果配分賃金研究委員会編『21世紀における日本の人事賃金制度』社会経済生産性本部
　　　1994年7月，新・日本的経営システム等研究プロジェクト編『新時代の『日本的経営』』日本経
　　　営者団体連盟　1995年5月，労働大臣官房政策調査部編『日本的雇用制度の現状と展望』大蔵
　　　省印刷局　1995年7月
　　（3）木元進一郎「「日本的労務管理」の系譜と展望」『激動期の労務管理』高速出版印刷事業部
　　　1991年10月，3ページ
　　（4）鈴木良始『日本的生産システムと企業社会』北海道大学図書刊行会　1994年3月，189～246
　　　ページ参照
　　（5）先にあげた「あさひ銀行」の調査でも，今後の賃金に方向性として，事務職階は現在「年功
　　　主義の色彩が濃い」「能力や年功の色分けの混在」の賃金（89．1％）を「能力主義の色彩が濃い」
　　　「能力や年功の色分けの混在」の賃金に再編（79．3％）しようとしており，管理職でも，「能力
　　　主義の色彩が濃い」「能力や年功の色分けの混在」の賃金に再編（79．3％）が課題としてあげら
　　　れている。「能力主義」が提起され26年にもなるが，何故，常に「能力主義」化が課題とされる
　　　のであろうか，この点は，これからの賃金の再編をみる場合重要な視点となる。
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（6）高橋祐吉「現代日本の企業社会と賃金・昇進管理」『現代日本の労務管理』お茶の水書房
　1992年，15ページ
（7）労働省「賃金構造基本調査』平成6年版，「男子労働者の企業規模別年齢間賃金格差の推移」
　による。
（8）労働省『賃金労働時間制度総合調査』1985年版および1993年版，「規模別にみた賃金体系」，
　「併存型体系の種類別基本給の構成」より計算。
（9）労政研究所「平成6年度モデル条件別新賃金と昇給・配分」「規模別にみた基本賃金の決定要
　素別構成割合」，「基本賃金にみる属人給，仕事給のすう勢線」による。（「労政時報』第3184号
　1994年，30～31ページ。）
⑩　同上調査「賃金上げ分に占める配分項目別構成比」，「年功，能力部分への配分の推移」によ
　る。なお能力配分は計算した。（同上調査11～12ページ）。
（11）労働省『賃金労働時間制度総合調査』1987年「60歳定年企業における基本給基準線の変化型
　及び平均年齢」による。
画　労政研究所「人事考課制度の最新実態評価システムの全容」1994年，「人事考課の利用目的」，
　「人事考課表の種類」，「人事考課の評価段階」，「評定別にみた絶対考課，相対考課の区分」によ
　る。（『労政時報』3185号1994年11～12ページ，18ページ）。
⑬　同上調査，「考課要素のウエート構成」による。（同上誌，14ページ）。
㈲　同上調査，「考課査定における評定ランク数の分布状況」，「査定幅の平均値」による。（同上
　誌，17ページ）。
㈲　同上調査，「人事考課制度の公開状況と公開範囲」，「人事考課結果のフィードバック」による。
　全集計との対比は筆者が算出。（同上誌，20ページ，27ページ）。
⑯　査定の矛盾，問題点については，木元進一郎「人事考課一査定の日英比較」『経営論集』41巻
　3・4合併号，1994年，熊沢誠『日本的経営の明暗』筑間書房，1989年，鈴木良始　　『前掲書』
　第4章　参照。
㈲　労働大臣官房政策調査部「日本的雇用制度の現状と展望」1995年，「年齢別年収格差の平均指
　数」による。（「同上書」168ページ）。この調査の属性は，企業規模平均3735人，新大・旧大・
　大学院卒78．8％なっており，いわゆるホワイトカラーに属する者の数値と考えられる。企業規
　模，学歴では賃金格差を示す数値といえるが，格差内に企業間格差，中途採用者も含んでいる。
　また，査定と賃金との関係については，橘木俊明編『査定・昇進・賃金決定』有斐閣，1992年
　参照。
⑯　　「電機連合1991年賃金実態調査」より筆者が算出したものである。40歳までとしたのは，組
　合統計であるため「管理職」となる40歳以降については統計的意味を持たないので省略した。
　尚，H社の賃金制度については，電機労連「賃金資料1」1882年特別号，岡村三穂「「職能資格
　給制度」による女性差別は許せない」（「賃金と社会保証」1138号1994年）参照。
㈲　労働大臣官房政策調査部「同掲書」138～139ページ。
⑳　このような特徴は，昇進管理に共通しており，キャリアの段階に応じて「一律年功型→昇進
　スピード競争型→トーナメント競争型という形で三つのルールが順次適用される重層型の昇進
　構造」があることが指摘されている。詳しくは，今田幸子，平田修一『ホワイトカラーの昇進
　構造』（日本労働機構，1995年）参照。
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⑳　京谷栄二「日本的労使関係の地殻変動」（『賃金と社会保証』No．1159，1995年）参照。
22）　日経連『前掲書』21～22ページ。
23）概要については，拙稿「雇用の流動化と処遇の『個別化』」（『賃金と社会保証』No．1159，
　1995年）18～22ページ参照。
㈱　日経連『前掲書』23ページ。
飼　　『同上書』37～40ページ，81～90ページ。
㈲　　「洗い替え方式」の実例については，『同上書』87ページ図表12および88ページ実例参照。
⑳　実態については，日本生産性本部「『年俸制に関する調査』報告書」1993年に詳しく報告され
　ている。
圏　ここでの特徴は，各等級ごとのレンジに幅を設け，等級と年俸額との関係を緩やかなものと
　し，「業績による賃金」という性格が反映されている。尚，その概念図については，日経連『前
　掲書』88ページ，図表13参照。
㈲　その制度の概略については，日経連『前掲書』88ページ，図表14参照。
